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ータベース等にはコンピュータ処理情報の
ほか，紙上の情報でも顧客名簿のように一
定の方式によって整理され，容易に検索で
きるものも含まれる。
取扱事業者の義務は第２図のとおりで，

違反した場合には罰則が設けられている。
取扱事業者は，本人対し利用目的を明確

に示し，その目的の範囲内で個人データを
利用し，目的外利用，第三者へ提供する場
合には原則事前の同意が必要となる。また，
個人データは利用目的に必要な範囲内で正
確かつ最新の内容を保つように努めなけれ
ばならない。
取扱事業者は，個人データの漏洩，滅失

を防ぐために必要かつ適切な安全管理措置
を講じ，従業員，データ委託先に対しても
必要かつ適切な監督を行う必要がある。
取扱事業者は，本人から個人データの開

示，内容の訂正，利用停止等を求められた
場合は原則これに応じるとともに，苦情等
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１　はじめに
世界的に個人情報保護の動きが進むなか

で，わが国でも2003年５月に個人情報保護
法が制定され，05年４月からは個人情報取
扱事業者に関する諸規定が全面的に施行さ
れる。同法は高度情報化が進む現代社会に
おいて，個人情報の流出や不適正な取扱い
による個人の権利，利益の侵害を未然に防
ぎ，個人情報取扱いの一般ルールを確立す
ることを目的としている。
同法では５千件を超える個人情報を持つ

事業者が個人情報取扱事業者とされ，ＪＡ
をはじめ多くの企業が適用対象になるとみ
られる。本稿では同法の概要，ＪＡにおけ
る対応について触れてみたい。

２　個人情報保護法の概要
個人情報保護法は個人情報保護の基本法

の部分（１～３章）と民間事業者向けの規
定（４～６章）に分かれており，国，独立
行政法人，地方公共団体等にはそれぞれ個
別法，条例で定められている（第１図）。
個人情報とは「生存する個人に関する情

報であって，当該情報に含まれる氏名，生
年月日その他の記述により特定の個人を識
別することができるもの」（２条１項）とさ
れ，死者や法人，個人の識別ができない統
計情報などは含まれていない。しかし法人
についても，企業の取引，財務，信用に関
する情報等は，個人情報同様に情報管理が
必要といえよう。
個人情報取扱事業者（以下「取扱事業者」）

は「個人情報データベース等を事業の用に
供している者」（２条３項）で，個人情報デ
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の申し出があった場合には適切かつ迅速に
処理し，そのための受付窓口等の体制整備
に努めなければならない。
個人情報保護法は個人情報保護の最小限

度の規定を定めるもので，具体的な運用に
ついては各省庁がその所管する事業分野ご
とにガイドラインを定め，それに従うこと
になっている。これまで経済産業省，厚生
労働省等がガイドラインを制定しており，
金融庁，農林水産省等は今後逐次制定の見
込みである。

３　ＪＡの対応
ＪＡが保有する組合員，利用者の個人情

報は，組合員名簿をはじめ信用，共済，販
売，購買，営農指導等と事業ごとに様々に
分散しており，これらをすべて洗い出し，
法律が求めている安全管理体制を構築して

いくためには，相当の準備作業が必要と思
われる。また，既に顧客情報管理システム
等を構築し事業推進等に活用している先進
的なＪＡにおいても，個人データが集中さ
れるほど流出等の事故が起きた場合のリス
クが高くなるため，安全管理体制の強化が
必要となる。
安全管理体制を構築するための第一歩

は，ＪＡにどういう種類の個人情報がどれ
だけ存在し，どのような形で保管され利用
されているか，またこれらの情報が流出し
た場合どんな影響があるかを調査・分析す
ることで，これをリスク・アセスメントと
いう。さらにリスク・アセスメントで明ら
かになったＪＡの実情に合わせて，安全管
理体制構築のための対応（個人情報コンプ
ライアンス・プログラム（ＣＰ））の策定，
実行が求められる。
ＣＰの策定には，今後制定される金融庁，

農林水産省など各省庁のガイドラインの内
容を十分に踏まえる必要があり，ＪＡもそ
れに合わせて準備を進めていくことになろ
う。

４　おわりに
近年，大手企業を中心に個人情報漏洩事

件が相次いで報道されている。これは企業
にとって個人情報は戦略的で重要な資源で
あるとともに，情報化・ＩＴ化が進むこと
で企業が個人情報を持つこと自体が大きな
リスクをともなうことを意味している。企
業にとって個人情報の漏洩は経済的損失だ
けにとどまらず，これまで築いてきた社会
的信用を失う危険を含んでいる。
組合員組織であるＪＡにとっても，一般

企業以上に個人情報の安全管理の取組みが
重要と言えよう。
（主席研究員　本田敏裕・ほんだとしひろ）
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利用目的による制限等�

○１ 利用目的の特定（法１５条）�
○２ 利用目的による制限（法１６条）�

適正な取得・正確性の確保・安全管理措置等�

○３ 適正な取得（法１７条）�
○４ 取得に際しての利用目的の通知等（法１８条）�
○５ データ内容の正確性の確保（法１９条）�
○６ 安全管理措置（法２０条）�
○７ 従業者の監督（法２１条）�
○８ 委託先の監督（法２２条）�

第三者提供の制限�

○９ 第三者提供の制限（法２３条）�

本人の関与�

○１０ 保有個人データに関する事項の公表等（法２４条）�
○１１ 開示（法２５条）�
○１２ 訂正など（法２６条）�
○１３ 利用停止など（法２７条）�
○１４ 理由の説明（法２８条）�
○１５ 開示等の求めに応じる手続き（法２９条）�
○１６ 手数料（法３０条）�

苦情の処理�

○１７ 苦情の適切かつ迅速な処理（法３１条）�

第2図　個人情報取扱事業者の義務�
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資料　第１図と同じ�


